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裁　･ 決 書

審査請求人
㎜　　　　　 卜

処　分　庁　呉市福祉事務所長

上記審査請求人 （以下 「審査請求人」とい う。） から，平成２３年５月１０日付けで提起

のあった上記処分庁（以下「処分庁」とい う。）の生活保護法（昭和２．５年法律第１４４号。
以下「法」 とい う。）第２４条第１項の規定に基づく保護申請却下処分についての審査請求
に対して，次のとお り裁決する。

育
百

主　　　 卜文 ∧

処 分庁 の審 査 請 求人 に対 す る法 第 ２４ 条 第 １項 の規 定に基 づ く保 護申 請 却下 処 分を取 り

す。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 卜

ご　　 ご　 審 査 亅 青 求 の 要 旨･

審 査蜃 求 人 の請 求 の趣 旨jは， 処分庁 が 平綿 ２ ３年 ３月１１ 日付け ㎜ ‘号
丶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜

で審 査請 求 人 に対 して 行っ た 法 第２ ４条 第 １項 の規 定 に基づ く保 護 申請 却 下処 分( 以 下

｢本件 処分｣ とい う。)の取 消しを 求 める とい うものであって;,その理 由 とす るとこ ろは，

次の とお りであ る。　　　　　　　　　　　 。　　　 ・

（１）審洫纃求人は，以前勤めていた会社の職員（以下「同僚」とい‘う。）に約皿
１ 円程度預け，そこから月に㎜ 円ずつ返金してもらい，家賃，生
活費こ充 残 ま㎜ 円裡度あ かし こ㎜
上の返金は難しい状況である。

（２）また，金銭の受け渡しに関する文書などはなく，
て返還される保証はない。　・

円がすべ

（ き） そ れ に も か か わ ら ず, 残 り の
㎜

円 が審 査 請 求 人 の 蜃 産 と 見 な さ れ ，
１　　　　。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ｜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・本 件 処 分 に 係 る 申 請 （以 下 「本 件 申 請 」 とい う。） が却 下 さ れ た た め ， 審 査 請 求 し た も

の で あ る 。

な 糺 審 査 請 求 人 は ， 躁 拠 と し て 广　　　　　　　　　　　　　　　　　　
卜

本 件 処 分 に 係 る保 護 申 請 却 下 決 定 通知 書 の 写 し　 １ 通　　 ∧

を 提 出 し た。

２　 処 分 庁 の 弁 明 の 趣 旨 は ， 本 件 処 分 は 正 当 で あ る の で ，本 件 審 査 請 求 を 棄 却 す る よ う求

め る と い うの で あ っ て ， そ の 理 由 とす る と こ ろ は ， 次 の とお り で あ る。

（１） 本 件 処 分 を す る に 至 っ た 経 過 は ， 次 の とお り で あ る，

ア　審査請求人はに平成２３年２月１０日に，
-㎜ をし て 病院!こ入 院 す るこ と とな り，入 院費 の支払 に 困窮 し たた め，



１

イ

同月１６日に本件申請を行った。

審査請求人からは，同僚に約
月㎜ 円（本件申請時は㎜ 円。

円を預けており，同僚から毎
以下「返金額」という。）ずつ返

二豪してもらい，家賃（㎜ 円）と生活費（㎜ 円）に充てすおり，
本件申請時における同僚に預けている金銭の残金（以下「残金」という。）は約●
’Ｗ 円であるとの申立てがあう参・　　　　　　 十
ウ　処分庁は，残金が利用可能な資産であるか，同僚からの返済の保証があるか等に

ご　 ついて確認するために調査を行おうと＼したが，審査請求人は，個人情報は話したく
ない等の理由で調査を拒否したため，具体的な内容や今後の返済の保証の有無等に
ついて確認ができなかったj　　　≒

エ 審査請求人は 残金 約１ 円あ とま間違いないと 申立
を行っている。
オ　審査請求人の申立てどおりであれば，利用可能な資産があるということで，処分
庁は, 審査請求人に対し, 残金の返金について同僚と話し合うよう伝えるとともに，
本件処分を行い，平成２３年３月１１日付けで保護申請却下決定通知書（以下「本
件通知書」という。）を審査請求人に送付した。

（２）生活保護は，法第４条第１項の規定により，生活に困窮する者がj その利用し得る
資産，能力その他あらゆるもの乱 その最低限度の生活の維持のために活用すること
を要件として行われるとされていj5ところ，審査請求人は，残金が約 ㎜

● 円あることは間違いないと申し立てており，残金は利用可能な資産と判断するこ
とができるのであるから，処分庁が審査請求人に対して行った本件処分は，何ら法の
基準に抵触しておらず，よって，本件審査請求には理由がなく，当然に棄却されるべ
きものである。
なお，処分庁は，証拠として9　　　　　　　　　　｡’
審査請求人に係るヶ－ス記録票の写し　一式
審査請求人に係るヶ－ス記録票に附属する関係書類の写し　一式　　　 ，

を提出したＯ　　　　　　　　　’　　　　　＼
裁　決　の　理　由

当庁が処分庁が提出した書類等により認定した事実は，ヽ次のとおりである亠
（１）審査請求人は，処分庁に対し，平成２３年２月１６日付けで保護開始申請書，同意
書，収入申告書兼同意書及び資産の保有状況届出書を提出し，処分庁は同日これを受
け付けた。

（２）上記（１）の収入申告書兼同意書には，その他の収入として，同僚等に貸七た金の
返金が毎月㎜ 円，また，その他将来において見込みめある収入と无て，同
僚lと貸した金ﾀ）゙返金が毎月１ 円吻ある旨の記載があった・

（３）審査請求人は，処分庁の担当者（以下「担当者」というＯ）が行った本件申請に伴う



調査の際に，次のとおり申し立てた。
ア　同僚に，審査請求人が貯めていた給料の積立金約
ており，そのお金を回収し生活費に充てようとしたが，

円を預け
同僚がそのお金を使い込ん

だため，４月● 円（本件申請時は● ㈲ ずつ回収し生活費に充T（ ていた。
イ　同僚の他数名にもお金を貸しており，多いときは，月㎜ 円程度の収
入があったが，次第に，同僚以外は返済が滞り始め，生活は苦しくなっていった。
ウ　上記アの同僚に預けたお金及び上記イの貸していたお金については，借用書等は
交わしておらず，すべて口約束であった。

エ　アの残金は，約 あるため，同僚が残金を一括して返してく
れるならば生活できるが，同僚も生活が苦しいため，一括での回収は困難である。

（４）担当者叭 平成2  3＼2 月１７白に㎜ 病院を訪れ，入院中の審査請求人及び当
該病院のソーシャルワーカーと面談を行った。　　　　　 ▽

（５）上記（４）での面談の際レ担当者は，審査請求人に対し，同僚からの返済の保証の
有無や残金め回収以外の収入の有無等について尋ねたが，審査請求人は，個人情報で
あることを理由として回答を拒絶した。

（６）処分庁は，上記（３）アの残金を審査請求人の利用し得る資産と認め，生活保護の
要件を充たさないことから，本件申請を却下するとの方針を決定した。

（７）処分庁は，審査請求人の世帯の平成２３年３月の最低生活贅及び収入充当齷を次の
卜とおり算定し，収入充当額が最低生活費を上回り，保護を要する状態と認められない
ため，平成２ ３年３月１４日付けで，本件申請を却下する旨の本件処分を決定した。
ア　最低生活費
イ　収入充当額

㎜ 円
１ 円（うち上記 Ｏ  残金
㎜ 円）

（８）処分庁は，平成２３年 ３月１１日付けで; 本件通知書を審査請求人に送付した。

（９）本件通知書には，却下の理由として「資産活用により」，本件通知書が本件申請受理

後１４日を経過した理由として「資産の調査に時間を要した」 との記載があった。

２　本件審査請求 に対する当庁の判断は，次のとおりである。

（１）法第４条第１項は厂「保護は; 生活に困窮する者が，その利用し得る資産，能力その

他あらゆるものを，その最低限度の生活の維持のた めに活用することを要件として行

われる。」と規定してい る。これは，生活保護制度における基本原則 の一つである保護

の補足性，す なわち生活保護制度 が自己責任め原則及び他の公的扶助制度に対して補

足的意義を担ってい ることを定めたものである。

（２）法第２４条は，第１項で，「保護の実施機関は，保護の開始の申請があっ たときは，

保護の要否，種類， 程度及び方法を決定し，申請者 に対して書面をもって，これを通

知しなければならない。」，第２項で，「前項の書面には，決定の理由を附さなければな

らない。」第３項で，「第１項の通知は，申請のあつ た日から１４日以内にしなければ

り

千



な らな い。 但 し， 扶養 義 務者 の資産 状況 の調 査 に 日時 を要す る等特 別 な理 由が あ る場

合 には ，こ れ を ３ ０ 日ま で延 ばす こ と ができ る。 こ の場合 に は，同 項 の書 面に そ の理

由 を明示 しな けれ ばな ら ない 。」 と規 定し てい る。

（３）法 第 ２８条 第１項 は ，「保護 の実施機 関 は， 保護 の決 定又 は実施 のた め必 要があ ると

きは ， 要保護 者 め 資産 状況 ， 健康 状態 そ の他 の事 項 を擱牽す るた めに， 要保 護者 につ

い て ， 当該職 員 に， そ の居 住 の場 所 に立 ち入 り， これ らの 事項 を調 査 させ （中略 ） る

こ とが でき る。」 と規 定し ，同 条 第 ４項 は，「保護 の実 施機 関 は， 要保護 者 が第 １項 の

規定 に よる 立入 調査 を拒 み， 妨げ,I 若 しくは 忌避 し （中略） とき は，保 護 の開始 若 し

くは 変更 の申 請を却 下 （中 略）,す ること ができ,る。」 と規定 してい る。，

（４）法 第 ２９条 は，「保 護 の実施 機 関及び 福祉 事務所 長 は，保護 の決 定又 は実施 のた めに

必 要 があ るとき はy 要保護 者 又 はそ の扶 養義 務者 の資 産及び収入 の状況 につ き，官公 署

に調査 を 嘱託 し，又 は銀 行 ，信 託会 社，要保護 者若 し くはそ の扶養義 務者 の雇 主そ の他

の関係 人 に， 報告 を求 めるこ と ができ る。」 としてい る。 ごれ は， 保護 の 実施機 関が，

厳 丐，適切 な保 護 の決定 ，実施 のだ めの確 実な 基礎 を得 ること を目的 とす る調査 は，保

護 の実施 機 関 と要 保護 者 と の関係 の みでは不 十分 であ るので，主と して問題 とな,る資産

及 び収入 につ いて 広 く調査 を嘱託 し，報 告を求 め るこ とができ るこ とを定 めた ものであ

る。

（５）こ れ らを踏 ま えて本 件 処分 につい て みる と，　　　　　　 ゛

ア　 上記認 定 事実 （６）及 び （７） のとお り，処分 庁 は，審 査請 求人 が同 僚に預け てい

る上記認 定事 実 （３） ア の残 金に ついて ，法 第 ４条 第１項 の 「そ の利用 し得 る資産 」

に該 当す ると判断 し，本 件 処分 を行っ てい るが，上 記認 定事実 （３）エ のとお り，審

査請 求人 は残 金が約１ 円あ と ま認 めて い も 併せ 同

僚 かぢ の一括 回 収は 困難 で あ ると も申 し立て てお り,= こ の残金 が 法第 ４ 条第１ 項 の

「そ の利用 し得 る資産 」に当 た り，す ぐにで も審査 請 求人 が 「最低 限度 の生活 の維持

に活用 」す るこ とが可 能で あっ た のかが問題 とな る○　　　　。　　　　　　　　　　’
イ　 法 第 ４条 第 １項 の 「そ の利 用 し得 る資産 」とは，現 実に使用 ，収益 ，処分 の権能を

持っ てい る土地 ，家屋 を はじ め貨幣， 債権 ，無体財 産 権な どプ ラ スの財 産の総 称 と解

され ている と ころ，残 金 が約 四I=9 あ
乱

こ と 自体は，審 査請 求人 と

処分庁 の 間で争い がない こ とか ら，残金 が どうい う形 態で 存在 してい た のかは 明らか

で ない も のの，残 金 自体 の存 在 は認 め られ る。

ウ　 しか しなが ら， 処分 庁 は本 件審 査請 求に係 る弁 明 書におい て,’「残 金 が利用 可能 な

資 産で ある か，同 僚 から=の返 済 の保 証 がある か等 につ いて確 認す るた めに調 査 を行お

十 うと したが, 審 査請 求人 は, 個 人情 報は 話 したく ない等 の理 由で調 査を 拒否 したた め，

具体 的 な内容や 今 後 の返 済 の保 証 の有無等 につ いて確 認 がで きな かっ た」としてお り，

審査 請求 人が 主張す る よ うに，残 金 がそ の全 額 を即座 に活 用 でき る資 産 とま では言 え

な かった 可能 性は否 定 でき ない。　　　
¶　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　II
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エ　 処 分庁 は，上 齠認 定事 実 （７）及び （り）の とお り，残 金につい て ，金額 を ー

㎜ 円 左特定 し，審 査 請求人 が最 低限 度の生 活の維持 のた めに 即座 に活用 で
■　　　』　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　｜き る資産 とし て ，保 護 の要否 判 定 におい てそ の額 をそ のまま 収入 充当 額 として 用い，

本件 処分 を行 った も ので ある が，上 記 ウで 検討 した とお り，残 金 が審査 請求 人の最低
，　ｌ　　　　　　　　　　　ＩＪ　　　　　Ｉ

限度 の生活 の維 持 のた めに そ の全額 を 即座 に活 用で きな かっ た 可能 性 を否 定 でき な

い以 上，処分庁 の本件 処分 にお け る残 金 の取扱 い及 び本件 通知 書 の却下 理 由は不 当な

ものと判 断せ ざ るを得 ない。　　　　　 ＼

オ　 また，処 分庁 は，本件 申請に つい ては ，残金 の具体的 内容 を把握 で きな かった 主た

る原 因 が，上記認 定 事 実 （５） の とお り，審査 請求 人 の調査 拒否 にあっ た ので あるか

ら，本 来，法 第 ２８条 第 ４項 の適用 も含 めて処 分 を検討す べきで あっ たのに, そ うし

た 検討 を行 うこ とな く本 件処 分 を行っ たも のであ る。

（６）上記 （５）の アか らオま でで 検討 し た とお り，本件 処分 を行っ た処分庁 の判 断 には，

瑕疵 があ り， 不当 であ る。　 ＼

３　 上記 の とお りで あ るの で ，審査 請 求人 の本件審 査請 求 には， 理 由があ る。

よう て， 行政 不 服審 査法 （昭和 ３ ７年 法 律 第１ ６ ０号） 第 ４０条 第３項 の 規定 に より，

主文 のとお り裁 決 す る。

平成２４年１月２７日

広島県知事　湯　崎　英　彦


